
袋井ガス株式会社

千円 千円

 796,855  100,507

654,683 72,310

供 給 設 備 573,159 19,345

業 務 設 備 2,623 2,101

附 帯 事 業 設 備 53,546 6,751

建 設 仮 勘 定 25,354 279,774

268  34,008

141,903 3,250

投 資 有 価 証 券 141,303 64,414

出 資 金 100 30,650

そ の 他 投 資 516 6,733

貸 倒 引 当 金 △ 16 238

179,307 96,477

現 金 及 び 預 金 32,962 14,025

受 取 手 形 1,837 13,363

売 掛 金 98,935 5,903

未 収 入 金 1,082 10,709

貯 蔵 品 8,707 380,281

関 係 会 社 短 期 債 権 7,611

そ の 他 流 動 資 産 3,640 527,457

附 帯 事 業 流 動 資 産 24,773 50,000

貸 倒 引 当 金 △ 242 477,457

12,500

464,957

別 途 積 立 金 428,000

繰 越 利 益 剰 余 金 36,957

68,424

68,424

595,882

976,163 976,163

そ の 他 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

関 係 会 社 短 期 借 入 金

関 係 会 社 短 期 債 務

賞 与 引 当 金

附 帯 事 業 流 動 負 債

負 債 合 計

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

預 り 金

流 動 資 産 関 係 会 社 買 掛 金

流 動 負 債

無 形 固 定 資 産 1年以内に期限到来の固定負債

投 資 そ の 他 の 資 産 買 掛 金

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

2021年12月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

固 定 資 産 固 定 負 債



袋井ガス株式会社

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1） 資産の評価基準及び評価方法

ｲ） 有価証券

ﾛ） たな卸資産

（2） 固定資産の減価償却の方法
ｲ） 有形固定資産

定率法によっております。

主な耐用年数は次のとおりであります。
　　供給設備　　　13～30年

ﾛ） 無形固定資産
定額法によっております。

（3） 引当金の計上基準
ｲ） 貸倒引当金

ﾛ） 退職給付引当金

ﾊ） 役員退職慰労引当金

ﾆ） 賞与引当金

（4） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

当社は、従来役員の退職慰労金の支払に備えるため、支給内規に基づく期末要支給額
を計上しておりましたが、2021年3月2日開催の定時株主総会において、役員退職慰労
金制度の廃止及び同日までの退職慰労金については打切り支給することとし、対象役
員の退任時に支給することが決議されました。
これにより、役員退職慰労引当金は全額取崩し、打切り支給の未払分6,751千円を「そ
の他固定負債」に表示しております。

個　　別　　注　　記　　表

2021年 1月 1日から
2021年12月31日まで

その他有価証券で時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法に
よっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定しております。）

ただし、1998年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１
日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額
法によっております。

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）によっております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ
き算出しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。



2．貸借対照表に関する注記
（1） 有形固定資産の減価償却累計額 1,841,223 千円

（2） 関係会社に対する金銭債権及び債務
　　短期金銭債権 7,611 千円
　　短期金銭債務 123,866 千円

3．税効果会計に関する注記
（1） 繰延税金資産

役員退職慰労引当金 2,079 千円
賞与引当金 1,818
有価証券評価損 967
退職給付引当金 647
少額資産償却超過額 420
未払事業税 726
その他 466
繰延税金資産小計 7,126
評価性引当額 △ 2,079
繰延税金資産合計 5,046

（2） 繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △ 24,391
繰延税金負債合計 △ 24,391

4．１株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 5,958 円 82銭 

（2） １株当たり当期純利益 242 円 45銭 

5．当期純損益金額
当期純利益 24,245 千円

6．その他の注記
　　一株当たり純資産額及び一株当たり当期純利益は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。


